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２．現場条件
＜地質と汚染状況＞

現地はクリーニング工場の跡地であり、土壌でテトラクロロエチレン、地
下水でテトラクロロエチレンとその分解生成物による汚染が確認された。

簡易的な土質柱状図を下記に示す、表層からローム層、シルト層であり
帯水層の底面はシルト層上に有り、汚染濃度はＧＬ－３ｍ付近で最も高
い値であった。尚、汚染面積は２２０㎡、３区画である。

本サイトでは、ＶＯＣｓ汚染工場を瑕疵担保免責・現状有姿で買取後、要措置

区域指定解除に至るプロセスにおいて、ＭＩＰ絞込調査と原位置浄化を中心とし

て実施した対策を事例として紹介する。

４．結果

５．プロセス
汚染土地買取から要措置区域指定解除迄のプロセスを下記に示す。

＜土壌モニタリング結果＞

最高濃度地点の工事終了モニタリング結果を下記に示す、最終的に全ての地点・深度で基準

値適合が確認された。

６．まとめ

地下水位：ＧＬ-２．７ｍ

表層：ＧＬ±０ｍ
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粘性土上端：ＧＬ-４．５ｍ

深度 ＰＣＥ土壌溶出量
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基準 ０．０１以下
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３．浄化工事
＜施工手順＞

＜遮水工事＞
シ―トパイル（深度６．０ｍ）による遮水、粘性土までシートパイルを打設
し遮水する。

〈ＭＩＰ絞込調査〉
操業時のパーク機械設置場所を中心にＭＩＰサンプリングを実施する。

結果、汚染溜まりが発見され、深度的にはＧＬ－２．５ｍから－４．０ｍの
間で比較的高濃度のガスが存在する事を把握した。

〈酸化剤撹拌混合〉

汚染土壌に対して過硫酸ナトリウムを散布後、バックホウにより撹拌・混
合を行う。

〈バイオ薬剤注入〉
汚染地下水に対してバイオレメディェーション薬剤の注入を行う。

方法はバイオステミレーション剤（水素供与剤）の注入により原位置浄化
とし、土着の菌を活性化させることにより、有害物質を無害化した。
注入地点は１００㎡当たり１６箇所を均等に配置した。
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ＭＩＰ調査

シートパイル打設 シートパイル設置

深度 最高濃度地点テトラクロロエチレン土壌溶出量（ｍｇ/L）

既存調査結果 ２０１２/８/２０採取 ２０１２/９/１０採取

表層 0.28 0.0007

０．５ｍ 0.18 0.004 

１．０ｍ 0.12 0.017 0.0047

２．０ｍ 0.13 0.035 0.0025

３．０ｍ 0.41 0.044 0.010 

４．０ｍ 0.065 0.015 0.0008

帯水層の底（４．４ｍ） 0.036 0.013 0.0041

基準 ０．０１以下

＜地下水モニタリング結果＞

テトラクロロエチレンの地下水モニタリング結果を下記に示す。

その他分解生成物についても全ての区画で基準値適合が確認された。

テトラクロロエチレン地下水濃度（ｍｇ/L）

既存調査結果 ２０１２/８/２０採取 ２０１２/１０/９採取 ２０１２/１０/９採取

A 3.6 0.031 0.0027 0.0041

B 0.03 0.0047 0.0030 

C ＜０．００１ 0.0080 0.0039

D 0.078 0.018 0.0029 0.0015

E ＜０．００１ 0.0078 0.0023

基準 ０．０１以下

＜深度１０ｍ追加調査＞

既存最高濃度１地点で深度１０ｍの追加ボーリングを実施した。

結果、全深度、全項目において基準値に適合しており、対象地の土壌汚染は難透水層以下に

は拡散していないことが確認された。

以上の結果より浄化工事終了と判断し、措置完了モニタリングへと移行する。

＜措置完了モニタリング＞

テトラクロロエチレンの地下水モニタリング結果を下記に示す。

その他分解生成物についても全ての区画で基準値適合が確認された。

観測井 地下水濃度（ｍｇ/L）

テトラクロロエチレン トリクロロエチレン シス-１,２-

ジクロロエチレン

1,1-ジクロロエチレン

1 平成24年11月19日 0.0028 0.0002 0.0011 ＜０．０００２

2 平成25年2月21日 0.0012 ＜０．０００２ 0.0004 ＜０．０００２

3 平成25年5月18日 0.0003 ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２

4 平成25年8月26日 0.0003 ＜０．０００２ 0.0007 ＜０．０００２

5 平成25年11月22日 0.0005 ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２

6 平成26年2月21日 0.0006 ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２

7 平成26年5月27日 ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２

8 平成26年8月28日 ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２

9 平成26年11月27日 ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２ ＜０．０００２

基準 ０．０１以下 ０．０３以下 ０．０４以下 ０．０２以下＊

以上の結果より、地下水汚染の無い状態が２年間継続していることを確認した。

土壌汚染は、不動産流動化における「隠れたる瑕疵」に相当することから、モニタリング期間

中のリバウンドはあってはならない事であり、再浄化とモニタリングのリスタートは当然売主責

任となる。

本件において要措置区域指定解除を成し得た要因として、①ＴＲ試験に基づく適

性工法の選択、②ＭＩＰ調査による汚染溜まりの発見、③適性な施工品質管理が

挙げられる。

本件を契機として、今後浄化技術と汚染土地流動化のワンストップサポートをより

一層推進することを目指すものである。

１．はじめに


